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令和２年度  奈良県宇陀市営霊苑事業特別会計予算  
 

令和２年度奈良県宇陀市の市営霊苑事業特別会計予算は、次に定め

るところによる。  
 

 （歳入歳出予算）  
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５，９００千円

と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。  
 
  令和２年３月３日提出  
 
                奈良県宇陀市長 髙 見 省 次  
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1 1,447

1 使用料 636

2 管理料 809

3 手数料 2

2 5

1 財産運用収入 5

3 14,248

1 霊苑基金繰入金 14,248

4 200

1 繰越金 200

15,900

1 12,392

1 霊苑事業費 12,392

2 3,008

1 雑支出 3,008

3 500

1 予備費 500

15,900

歳　　出

款 項 金　　　　　額

 千円

霊苑事業費

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計

使用料及び手数料

財産収入

繰入金

繰越金

歳　　入　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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１　総　　括

（歳　　入）

1 使用料及び手数料 1,447 1,749 △302

2 財産収入 5 4 1

3 繰入金 14,248 14,147 101

4 繰越金 200 200 0

15,900 16,100 △200歳　　入　　合　　計

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

1 霊苑事業費 12,392 12,592 △200

2 諸支出金 3,008 3,008 0

3 予備費 500 500 0

15,900 16,100 △200歳　　出　　合　　計

款 比　　　　較

 千円

本年度予算額

 千円

前年度予算額

 千円
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

11,247 1,145

3,008 0

500

0 0 14,255 1,645

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳
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計 14,248 14,147 101

　３款　繰入金 14,248千円

　１項　霊苑基金繰入金

1 14,248 14,147 101霊苑基金繰入金

14,248千円

計 5 4 1

　２款　財産収入 5千円

　１項　財産運用収入

1 5 4 1利子及び配当金

5千円

計 2 1 1

2千円

　１款　使用料及び手数料 1,447千円

　３項　手数料

1 2 1 1霊苑手数料

計 809 1,112 △303

　１款　使用料及び手数料 1,447千円

　２項　管理料

1 809 1,112 △303霊苑管理料

809千円

計 636 636 0

２　　歳    入

1 636 636 0霊苑使用料

 千円

　１款　使用料及び手数料

　１項　使用料

 千円

1,447千円

636千円

 千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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　　１款　使用料及び手数料　　２款　財産収入　　３款　繰入金

金
　霊苑基金繰入金 14,248

霊苑基金繰入 14,2481 環境対策課

金
　霊苑基金利子 5

利子及び配当 51 環境対策課

　許可書再交付等手数料 2
霊苑手数料 21 環境対策課

　霊苑管理料（過年度分） 800
　霊苑管理料 9

霊苑管理料 8091 環境対策課

　霊苑使用料 636
霊苑使用料 6361 環境対策課

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円
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計 200 200 0

1 200 200 0繰越金

 千円

200千円

200千円

 千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円

　４款　繰越金

　１項　繰越金
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　　４款　繰越金

　前年度繰越金 200
前年度繰越金 2001 環境対策課

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円
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還金

　１項　雑支出

　２款　諸支出金

3,0081 使用料等償 3,008 0 3,008

3,008千円

3,008千円

1,145△20012,392 12,592計 0 11,2470

11,247 1,14512,5921 霊苑事業費 12,392 △200

　１款　霊苑事業費

　１項　霊苑事業費 12,392千円

12,392千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源前年度予算額

地方債

比　　　較

 千円 千円  千円  千円

目 本年度予算額

３　　歳    出

 千円  千円  千円
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　　１款　霊苑事業費　　２款　諸支出金

及び割引料
3,008　使用料の還付金

3,008償還金、利子23 環境対策課

5　霊苑基金積立金
環境対策課5積立金25

及び交付金
869　退職手当負担金

人事課869負担金、補助19

1,000　獣害防護柵設置工事
1,000工事請負費15 環境対策課

借料
5　通行料及び駐車料金等

5使用料及び賃14 環境対策課

169　霊苑バス運行委託料
1,032　霊苑内管理委託料

1,201委託料13 環境対策課

14　自動車損害共済分担金
36　手数料

190　通信運搬費
環境対策課240役務費12

679　修繕料
21　光熱水費
49　印刷製本費

267　燃料費
176　消耗品費

環境対策課1,192需用費11

13　公務災害補償基金負担金
1,375　職員共済組合負担金

人事課1,388共済費4

131　地域手当
51　通勤手当

100　時間外勤務手当
801　勤勉手当

1,065　期末手当
人事課2,148職員手当等3

4,344　一般職
人事課4,344給料2

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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00 5000500 500計 0

500

　１項　予備費

　３款　予備費

5001 予備費 500 0

500千円

500千円

0

特　　　　定　　　　財　　　　源

03,008 3,008計 0 3,0080

　２款　諸支出金

　１項　雑支出 3,008千円

3,008千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他

 千円  千円

目 本年度予算額 前年度予算額

地方債

比　　　較

国県支出金

 千円  千円  千円  千円 千円
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　　２款　諸支出金　　３款　予備費

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

節

 千円

区　　分

千円
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１　一般職

（１）総 括

職員手当の内訳

ア 会計年度任用職員以外の職員

職員手当の内訳

イ 会計年度任用職員

比　　　較 12 52 0 0 0 0

51前　年　度 1,053 749 0 100 0

本　年　度 1,065 801 0 100 510

区　　分
期　末
手　当

勤　勉
手　当

管 理 職
手　　当

時間外勤務
手　　　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

比　　　較 0 45 66 111

前　年　度 1 4,299 2,082 6,381

本　年　度 1 4,344 2,148 6,492

区　　　分
職 員 数
（人）

給　与　費

給　料 職 員 手 当 計

比　　　較 0 0 0 0

前　年　度 － － － －

本　年　度 0 0 0 0

区　　　分
職 員 数
（人）

　　　　　　　　　　　　　　給　与　費

報　酬 給　料 職 員 手 当

給　与　費

比　　　較 0

4,344 2,148

4,299 2,082

給　料 職 員 手 当

本　年　度 1 0

0 45 66

区　　　分
職 員 数
（人）

給　与　費

報　酬

前　年　度 1 －

区　　分
期　末
手　当

勤　勉
手　当

管 理 職
手　　当

時間外勤務
手　　　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

本　年　度 1,065 801 0 100 0 51

前　年　度 1,053 749 0 100 0 51

0比　　　較 12 52 0 0 0
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計

7,880

7,802

78

0 0 2 66

備　　　　考合　計

2,0820 0 129

0 0

0 0

0 0 0

0

宿 日 直
手　　当

0

管 理 職
特別勤務
手　　当

131

地　域
手　当

2,148

合　計

0 0

特殊勤務
手　　当

（単位　千円）

住　居
手　当

児　童
手　当

△ 33 78

1,421

1,388

共　済　費 合　計 備　　　　考

（単位　千円）

7,880

7,802

0

－ －

0 0

－

0

共　済　費 合　計
計

△ 33

地　域
手　当

合　計

2,082

131

明　細　書

共　済　費

1,388

6,381 1,421

6,492

111

0

（単位　千円）

住　居
手　当

児　童
手　当

特殊勤務
手　　当

宿 日 直
手　　当

管 理 職
特別勤務
手　　当

0 0 0 0 2,148

0 0 0 0 1290

660

（単位　千円）

備　　　　考

0 0

0 0 0 0 2

（単位　千円）
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職員手当の内訳

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

0比　　　較 0 0 0 0 0

前　年　度 － － － － － －

0 0本　年　度 0 0 0 0

区　　分
期　末
手　当

勤　勉
手　当

管 理 職
手　　当

時間外勤務
手　　　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

区　　分 増減額 (千円) 増　減　事　由　別　内　訳

給　　料 45 給料改定に伴う増加分 0

昇給に伴う増加分 45

その他の増減分 0

職員手当 66 制度改正に伴う増減分 21

その他の増減分 45

(千円)
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0 0 0 00 0

－

0

0 0

－ － － － － －

00 0

特殊勤務
手　　当

宿 日 直
手　　当

住　居
手　当

児　童
手　当

管 理 職
特別勤務
手　　当

地　域
手　当

合　計

0 0

（単位　千円）

昇給に係る増減

勤勉手当率の改正

31

勤勉手当 21

期末手当 12

2

備　　考

給料改定の状況
　給与改定対象外

平均昇給率　　　　　1.04％
昇給職員数　　　　（1月）1人

地域手当

勤勉手当

(千円)説　　明
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員1人当たりの給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

182,200

区　　分
一 般 行 政 職

(円)
国 の 制 度

一 般 行 政 職 (円)

384,120

区　　　分

361,200

高　校　卒

短　大　卒

大　学　卒

154,900

一般行政職

46.0

150,600

165,900 163,100

188,700

職員数
（人）

一　般　行　政　職

構成比
(％)

級

区　　　　分

1

100.00
平成31年1月1日現在

1

1計

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

100.00
令和2年1月1日現在

1

４級

計

100.00４級

100.00

419,664

45.0

一　般　行　政　職
課長補佐及び
主任の職務

区　　　　分 ４　級

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

平 均 年 齢 ( 歳 )

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

令和2年1月1日現在

平 均 年 齢 ( 歳 )

357,200

平成31年1月1日現在
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エ　昇　給

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(Ｂ)

(Ａ)

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

備　　考

2.25国の制度

6月(月分) 12月(月分)

支給率計
(月分)

2.25

2.225

4.50

2.25

1

備　考

45歳以上定年前
早期退職特例措置

(定年前1年につき3％)

区　　分

本　年　度

前　年　度

有

有

その他の加算措置等

支給期別支給率

最高限度
(月分)

2.225

2.25

4.50

4.45

1(Ｂ) (人)

20年勤続の者

(月分)
35年勤続の者

(月分)区　　　分

国の制度
(支給率等)

前
年
度

有

45歳以上定年前
早期退職特例措置

(定年前1年につき3％)

25年勤続の者

(月分)

47.7090支給率等 24.5869 33.2708

区分 一般行政職

1

1

1

100.00

本
年
度

1

24.5869 33.2708 47.7090 47.7090

47.7090

(Ａ)

100.00

(人)

(％)

４号給

(Ｂ)/(Ａ)

職員数

昇給に係る職員数

号給数別内訳

比率

４号給

職員数

昇給に係る職員数

号給数別内訳

比率 (Ｂ)/(Ａ)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

-29-



キ　地域手当

(％)

(人)

(％)

ク　その他の手当

区　　分

扶　養　手　当

支　給　対　象　地　域 宇　陀　市

3

差異の内容

1

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 3

住　居　手　当

通　勤　手　当

－

－

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

－

国の制度との異同

同　　じ

同　　じ

同　　じ

-30-


